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ⅠⅠ.. 2323年度中間決算概要年度中間決算概要
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決算概況（単体）

22年9月期 23年9月期 増　減

 業務粗利益 286 288 2
 資金利益 244 243 △ 0
 役務取引等利益 36 38 1
 国債等関連損益 3 4 1
 その他 0 0 0

 一般貸倒引当金繰入 7 0 △ 7
 経　費 194 202 8
 業務純益 85 86 0
 コア業務純益 88 81 △ 7
 臨時収支 △ 11 △ 6 4
 株式等関連損益 0 △ 8 △ 8
 不良債権処理費用 7 0 △ 7
 その他臨時収支 △ 3 2 5

 経常利益 73 79 5
 特別損益 △ 3 △ 2 0
 税引前中間純利益 70 77 6
 中間純利益 45 45 0

2323年年99月期決算月期決算

のポイントのポイント

◎資金利益
　　前年同期比　　　　　△0億円

　・円貨貸出金利息　　　△6億円
　・円貨預金利息　　　　△6億円
　・国内有価証券利息　　△3億円
　・スワップコスト　　　△1億円

◎役務取引等利益
　　前年同期比　　　　　＋1億円

　・預り資産関連手数料　＋1億円
　・ﾌﾗｯﾄ35関連手手数料　＋1億円

◎株式等関連損益
　　前年同期比　　　　　△8億円

　・株式等償却 △6億円

◎与信コスト
　　前年同期比　　　　 △18億円

　・一般貸倒引当金繰入 △10億円
　・個別貸倒引当金繰入 △5億円
　・貸出金償却　　　　　△3億円

　※貸倒引当金繰入額が取崩と
　　なったため、貸倒引当金戻入益
　　を臨時損益に計上。　

《《　　　　　　　　》》

（単位：億円）

《《短信予想比短信予想比》》

業務粗利益

　　　　：　＋ 4億円

一般貸倒引当金繰入

　　　　：　△ 2億円

経　費　　

　　　　：　△ 4億円

業務純益　

　　　　：　＋11億円

コア業務純益

　　　　：　＋ 7億円

不良債権処理費用

　　　　：　△ 7億円

経常利益

　　　　：　＋14億円

中間純利益

　　　　：　＋ 6億円
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資金利益の増減要因（１）

◆ 都市部一般向け　　　　　⇒ 平残　+333億円、利回り△0.13％

◆ 公共向け　　　　　　　　⇒ 平残　 +4億円、利回り△0.03％

部門別資金利益の部門別資金利益の
前年同期比増減額前年同期比増減額

総　体 円貨預貸金 市場金融 国　際 金利ｽ ﾜ ｯ ﾌﾟ

円貨預貸金部門円貨預貸金部門

（億円）

＜貸出金＞
　利　　回　：△0.11%　　　
　平　　残　：＋597億円

＜預　金＞

　利　　回　：△0.04%
　平　　残　：＋912億円

利回り要因 平残要因

◆ 地場一般向け　利息額：△6.1億円

平　残　　＋259億円　 利回り　　△0.11％

市場金利低下による市場金利低下による

運用利回りの低下運用利回りの低下

戦略商品投入による戦略商品投入による
ボリューム増加ボリューム増加

貸出金利息の前年同期比△6億円を
預金利息の減少分△6億円でカバー

貸出金利息

預金利息
の減少

△△11.911.9

6.46.4

（億円）

5.55.5

△△0.30.3

5.0

△5.0

0

＜貸出金利息の増減＞＜貸出金利息の増減＞

リレバン営業強化の成果リレバン営業強化の成果

利息額
ほぼ前年並

△△0.80.8 △3.1△0.1 0.8 1.6
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資金利益の増減要因（２）

部門別資金利益の部門別資金利益の
前年同期比増減額前年同期比増減額

総　体 円貨預貸金 市場金融 国　際 金利ｽ ﾜ ｯ ﾌﾟ（億円）

△△0.80.8 △3.1△0.1 0.8 1.6
5.0

△5.0

0

利回り要因 平残要因

　　市場金融部門市場金融部門

国内投資有価証券 ＜国内投資有価証券＞

　利　　回　：△0.06%
　平　　残　：△ 20億円コールローン等

＜コールローン等＞

　利　　回　：△0.01%
　平　　残　：＋187億円

△0.1

△3.0

0.1
△0.1

（億円）

　　国　際　部　門国　際　部　門

　利鞘及び運用額の増加
　による利息収入増加

　利　　鞘　：＋0.03%
　平　　残　：＋153億円（億円）

0.1

0.6

金利スワップ金利スワップ

（億円）

1.3

0.2受取利息の増加

支払利息の減少
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役務取引等利益・経費

24 25 25 25

7 9 1311

0

10

20

30

40

20/上 21/上 22/上 23/上

預り資産関連手数料

その他（億円）

3635
32

38

経費　前年同期比：＋8億円役務取引等利益　前年同期比：役務取引等利益　前年同期比：＋＋11億円億円

＜人件費内訳、人員1人当りのコア業務純益＞

11 15 15 16

82808183

3.2 3.2 3.4 3.2

60

80

100

120

20／上 21／上 22／上 23／上

0.0

2.5

5.0
社会保険料ほか

給与・賞与
人員1人当りのコア業務純益(右目盛り)

0

（億円） （百万円）

91 99 97 102

94 97 96 99

0

50

100

150

200

20/上 21/上 22/上 23/上

人件費

物件費･税金

186 196 194 202

2,5222,5432,5292,440 出向者除く

（億円）

平均
人員

新システム稼動による要因　　：＋10億円
ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰの人員適正化の効果 ：△ 2億円

人件費
　　＋２億円

税金　＋２億円
～新システム稼動
　による一括計上
　消費税＋2億円

物件費
　　＋２億円

1
3 2 4 6
2 6

0 00

6
7

9.2%

12.2%

13.3%
16.1%

0

5

10

15

20

25

20/上 21/上 22/上 23/上

0%

10%

20%

保険

投信

国債

コア業務純益に占める割合

＜預り資産関連手数料内訳(コア業務純益に占める割合)＞

（億円）

7
9

11 13
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預　　　金

22,32921,978
21,013 21,589

6,824
6,534

6,1716,076

2,630
2,358

2,059
1,781

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

20/上 21/上 22/上 23/上

個人 法人 公金･金融

0

31,783

28,871
29,819

30,871

＋350億円

＋289億円

＋271億円

預金平残：預金平残：31,78331,783億円　前年同期比：＋億円　前年同期比：＋912912億円億円

（億円）

＋912億円
＋2.9％

＋0.1%
＋15.5%

＋14.5%

＋5.8%

＋1.5%
＋1.8%

＋4.8%

△2.6%
＋1.5%

＋2.7%

＋11.5%

＋4.4%

3,896 4,048 4,395 4,627

20.9%20.1%18.8%18.6%

0

2,000

4,000

6,000

20/9末 21/9末 22/9末 23/9末

0%

10%

20%

個人預り資産残高

個人預金末残に対する割合（右目盛り）

預り資産推移（国債･投信･保険）預り資産推移（国債･投信･保険）

（億円）

※預り資産のうち、個人年金保険は販売累計額

当行
　45.345.3%%

第2地銀 8.3％進出地銀 2.6％

都銀・信託
　　4.7％

信金 13.4％

農協 18.9％

その他 6.8％ （23年9月末）

預金　鹿児島県内シェア預金　鹿児島県内シェア

前年同期比

＋0.0％
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貸　出　金

2,201
2,391

3,943
3,660

14,127
14,669

15,219
14,948

2,177
2,510

3,586
3,592

5,000

10,000

15,000

20,000

20/上 21/上 22/上 23/上

鹿児島・宮崎県内 都市部 公共向け

20,712
20,273 20,720

0

21,321

＋5億円

＋333億円

＋270億円

貸出金平残：貸出金平残：21,32121,321億円　前年同期比：億円　前年同期比：＋＋608608億円億円

（億円）
＋608億円
＋2.9％

＋3.6%

△0.4%

＋5.1%

＋1.8%

＋0.1%

＋1.9%

△2.0%

＋3.8%

＋8.6％

△7.1%

△8.9%
＋15.3%

当行
　　44.144.1%%

第2地銀 11.1％進出地銀 9.2％

都銀・信託
　　4.6％

信金 14.3％

農協 9.7％

その他 7.0％ （23年9月末）

貸出金　鹿児島県内シェア貸出金　鹿児島県内シェア

前年同期比

＋0.1％

地場（鹿児島･宮崎）貸出金平残推移地場（鹿児島･宮崎）貸出金平残推移

9,2629,223

9,441

8,975 5,777
5,686

5,446

5,1518,500

9,000

9,500

20/上 21/上 22/上 23/上

5,000

5,500

6,000

地場一般（除く個人ﾛｰﾝ）

地場個人ﾛｰﾝ（右目盛り）（億円）
（億円）

＋91億円

＋178億円
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有価証券

1,080 996 597 507

3,177
4,061

3,937 3,976

1,072

1,025
1,082

1,863

1,696
1,998 2,109

1,445

1,510 1,582 1,631

406 390631

694 781 404

1,130

400

410

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

22/3末 22/9末 23/3末 23/9末

外国証券

株式

その他社債等

公社債

地方債

国債

15年変動国債

有価証券末残：有価証券末残：10,15010,150億円　億円　2323年年33月末比：△月末比：△235235億円億円

＊取得原価ベース
（億円）

9,671
10,38510,395 10,150

その他有価証券評価損益その他有価証券評価損益::＋＋252252億円億円 2323年年33月末比月末比::＋＋88億円億円

321 330
244 252

0

200

400

 22/3末  22/9末  23/3末  23/9末

株式 　142
債券等　187

株式　 159
債券等　85

（億円）

株式　235
債券等　86

株式　 111
債券等 141

平均残存年数・利回り推移（国内有価証券）平均残存年数・利回り推移（国内有価証券）

4.08 3.873.803.83

1.13% 1.14%1.16% 1.09%

1.0

3.0

5.0

7.0

 22/3末  22/9末  23/3末  23/9末

0.0%

1.0%

2.0%

残存年数 （除く15年変動国債）

利回り（右目盛り）（年）
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自己資本比率・不良債権比率

13.34 13.69 14.02 13.79

12.5412.7512.4212.06

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

自己資本比率

TierⅠ比率

1,936 2,004 2,073 2,124

206 207 211
206

16,049 16,135 16,253

16,933

0

1,000

2,000

3,000

20/9末 21/9末 22/9末 23/9末

11,000

13,000

15,000

17,000

ＴｉｅｒⅡ

ＴｉｅｒⅠ

ﾘｽｸｱｾｯﾄ（右目盛り）

（%）

（億円）

自己資本比率・リスクアセット推移自己資本比率・リスクアセット推移

（億円）

与信コスト与信コスト

0.080%
△ 0.007%

△ 0.018%

0.071%

△ 15

△ 5

5

15

25

20/上 21/上 22/上 23/上

△ 0.2%

0.0%

0.2%

0.4%
一般貸倒引当金繰入
個別貸倒引当金繰入・貸出償却ほか
与信コスト比率（右目盛り）

（億円）

16 △1 14 △3

金融再生法開示債権（金額・比率）金融再生法開示債権（金額・比率）

360 256 267 291

189
178 182 190

122
126 132 136

2.82%2.76%2.67%

3.23%

0

200

400

600

800

1,000

20/9末 21/9末 22/9末 23/9末

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

要管理債権 危険債権

破産更生債権等 開示債権比率（右目盛り）

672
582561 618

（億円）
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23年度利益見込み

（単位：億円）

22年度 23年度見込み 増減

 業務粗利益 566 567 1

 資金利益 491 478 △ 13

 役務取引等利益 74 78 4

 国債等関連損益 △ 0 10 10

 一般貸倒引当金繰入額 21 △ 1 △ 22

 経　費 385 403 18

 業務純益 159 165 6

 コア業務純益 181 155 △ 26

 臨時収支 △ 46 △ 15 31

 株式等関連損益 △ 11 △ 8 3

 不良債権処理費用 33 7 △ 26

 経常利益 113 150 37

 特別損益 △ 4 △ 2 △ 2

 税引前当期純利益 109 146 37

 当期純利益 68 87 19

＜前提条件＞

市場金利水準横這い

（資金利益）
　・地場貸出の増強

（経費）
　・パートタイマーの人員適正化により、
　　経費削減を行うも、新システム稼働に
　　伴うソフト資産償却及び、システム関
　　係費の増加により物件費・税金が大幅　　
　　に増加。

10



ⅡⅡ..経経 営営 戦戦 略略
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次期中期経営計画（平成24年度スタート）

高い自己資本比率

情報生産機能

稠密な店舗ネットワーク

高いマーケットシェア

高い経費率

第4次マスタープラン（平成21年度～23年度）

現場力強化につながる人材の育成（人材育成強化）

ＩＴ活用に長けた人材の更なる増強

効率的な企業活動の追求（経営効率化）

本部BPRによる徹底した業務効率化 法人代理店活用による有人店舗の再編

揺るぎない営業基盤の確立（営業基盤強化）

リレバン 成長３分野（環境・医業・農業） 宮崎地区

効率化・基礎固めの２年、飛躍の３年目

地域密着型金融機関としての永続的な成長

当行の課題当行の強み

更なる成長を目指して

ＩＴ：Key Manを核とした情報生産機能

第４次マスタープラン全体像
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業務粗利益

コア業務純益

当期純利益

ＯＨＲ

自己資本比率

利益目標 経営指標目標
目標　　　　 見込み　　　 目標比

５８０億円　 ５６７億円 ▲１３億円

１７０億円　 １５５億円 ▲１５億円

　９０億円　　 ８７億円　　 ▲３億円

70％未満　　　 72.39％　　　 2.39％

13.5％以上　　　 13.8％ 0.3％

目標　　　 見込み 目標比

Ｔｉｅｒ１比率 12.5％以上　　　 12.6％ 　　 0.1％

4.2％以上　　　 　4.1％　　 ▲0.1％Tier1ROE

総預金

総貸出金

純一般

個人ローン

投資有価証券

目標　　　　 見込み　 　 目標比

預金・貸出金 有価証券・預り資産

30,020億円 31,632億円　　 1,612億円

21,827億円 21,513億円　　 ▲314億円

12,298億円 12,165億円　　 ▲133億円

5,920億円　　 5,811億円　　 ▲109億円

9,368億円　 10,536億円　　 1,168億円

目標　　　 　見込み 　 　 目標比

　
投資信託　保険商品　　　
　　販売額

　800億円　 770億円 　 ▲30億円
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チャレンジ目標

第４次マスタープラン着地予想

マスタープラン策定当初目標との比較

計数計画



現場力強化につながる人材の育成

急速な少子高齢化
ビジネスモデルの実効性向上

人材育成

地元雇用の確保

収益拡大

地域経済の縮小

地　域

地域リーダー養成

サスティナビリティー

現場力強化

地域経済の活性化

時間人 資金

バンキングカレッジ（23年6月開講）

鹿児島銀行

行内研修行外研修 ＣＳＲ

集合研修　　　8,903名

休日セミナー　4,443名

本部トレーニー　319名

金融関連　　 2名

大学（ＭＢＡ）2名

海外　 　 14名　

取引先　　 23名

業界団体 156名

インターンシップ　　　　
　　　　　　　 75名

お金の教室 92名

エコノミクス　　　　
　甲子園　 42名

職場体験　　　 46回　

銀 行　　他

早稲田大学　　
一橋大学　

上海・インド　　
シンガポール　他

畜産業　
建設業　
医業

地銀協　
全銀協

階層別　　
分野別　他

小売業　　　
ホテル業 他

法人営業　　
預り資産　　
財務分析　他

融資　　　　
医業　　　　
市場　　　　
個人ローン　
業務　　　　
企業調査 他　

大学生

小学生（親子）

高校生

小学生　
中学生

自律的成長の支援

経営・営業戦略と連動した人材育成

新たな人材教育体制

※

14　参加者数：２２年度実績。※取引先のみ本年度の現状



本部業務のＢＰＲ

929項目（不要と思われる業務）　　　790項目を削減

営業店・営業店サポート部門へシフト
２３年３月

　93,047時間/年
総削減時間 本部人員

約48人分

50人

店舗機能見直し

人員適正化

有期雇用者（1,399人）を適正化

3億円

２２年２月　開始

２３年３月

▲384人

ＫＯＳの内製化（パートタイマー全てを直接雇用へ）

経費圧縮効果　

人員適正化

適正化

有人店舗の再編

２３年３月

個人特化店へ移行 20か店　　代理店へ移行５か店

個人に特化した営業体制・ローコスト化

総
仕
上
げ
と
し
て

効率的な企業活動の追求

本部人員削減

パートタイマー適正化　

適正化 ▲484人

▲100人

経費圧縮効果　
　 1億円

３か店　個人特化店へ移行　

個人特化店

23か店（有人店舗の14％）

経
営
効
率
化
の
確
立

営業店へのシフト50名

経費圧縮効果 　
　 4億円

かぎん代理店

35か店（22％）

最終着地

最終着地

最終着地

戦略的人員配置

新

た

な

ス

テ

ー

ジ

へ

15



医 業

環 境

農 業

医業関連業種融資残高推移

1,399

1,505
1,527

1,605

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

H20．9 H21．9 H22．9 H23．9

環境関連融資残高推移

25 23
42

92

0

50

100

150

H20．9 H21．9 H22．9 H23．9

アグリクラスター関連業種融資残高推移

607

680

711
689

661 665

669
691

550

600

650

700

750

H20．9 H21．9 H22．9 H23．9

550

600

650

700

750

アグリクラスター関連業種残高 参考：建設業

環境格付け融資制度の制定

ＡＢＬ管理の高度化（アグリプロ）

農業経営管理システム 試行完了

畜産からの拡大

環境格付け制度導入

連携強化

オール鹿児島での産業振興　　　　　　
　「鹿児島アグリ＆フード金融協議会」

耕　種

ナチュラルエネルギーへの取組み拡大

未開拓資源 　

介護・福祉分野への取組み強化

宮崎県内の推進強化（医業推進室宮崎駐在） 医業推進室サポート案件　　83先

2,408億円

外部との連携・サポート機能強化

サポート

４分野を中心に取組み強化 ①省エネルギー　　　

②新エネルギー　　　
③廃棄物・リサイクル

④排出権取引
風　力　 陸上風力発電プロジェクトへの参加

地　熱 電力会社との共同研究に着手

太陽光 インフラ建設に向けた地公体との協議開始

商談会によるビジネスマッチング 薩南諸島 他の資源開発支援

環境・観光との連携強化

合計残高

コンサルティング機能の充実

連　携 外部提携先５先からの拡充

（億円） （億円） （億円）

揺るぎない営業基盤の確立（地場成長３分野）

16



揺るぎない営業基盤の確立（リレバン・法人）

営業利益改善支援活動
事業ソリューション（Ｐ/Ｌ） 金融ソリューション（Ｂ/Ｓ）

etc

商談会　　国内２１回　　海外１１回

アジア進出支援　　　
　　　　　業務提携　 東亜銀行（香港）　　　　
　　　　　　　 　カシコン銀行（タイ）

外部機関との連携協定　　　７０先　　　等

企業サポート室の設置（審査部）

アグリプロの導入　　　　　　　　等

販路拡大 仕入支援

合理化・コスト削減

海外情報

業務提携・コンサル

企業年金・退職金

技術提携・提供

アウトソーシング

環境対応

etc

ＡＢＬ クーポンスワップ

M＆A

事業承継

企業間信用肩代り

借入構造適正化

B/S改善によるフリーCFの増加

企業取引推進Ｇの拡充（営業支援部）

　　　　　当行独自のＩＴ活用　　　　　
ＫｅｙＭａｎ　 ＫｅｙＭａｎＳ３

戦略的人員配置

現場力向上

不良債権比率ターンオーバー（他行肩代り） 金利ダンピング防止

2.0902.0002.1512.1522.179

0.6380.6580.7120.806
0.906

1.6061.7351.8141.8521.877

0

0.5

1

1.5

2

2.5

H21．9 H22．3 H22．9 H23．3 H23．9

短プラ基準 スワップローン スプレッド貸
（％）

2.91 2.822.762.752.67

2

2.5

3

3.5

H21．9 H22．3 H22．9 H23．3 H23．9

金融再生法ベース（％）

17

147

265

569

689

402

100

300

500

700

H21．9 H22．3 H22．9 H23．3 H23．9

事業性ターンオーバー実行累計額（億円） （H21/上～）



70代～

マス層

10百万円

未満

フロー層

ストック層

10百万円

以上

コア層リ
レ
バ
ン
層

60代50代40代30代20代金融資産お客様セグメント

・ 預り資産

・定期預金、年金
・リフォームローン等

・住宅ﾛｰﾝ、消費性ﾛｰﾝ
・保険（医療･がん等）、ｅﾊﾞﾝｸ　等 個人プラザの活用

エリアMAによるフォロー

MAの充実

チャネルの多様化・利便性の向上商品サービスの改善

CSナビの活用

トータルライフサポート

※MA ： ﾏﾈｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

My Customer 運動　
　　（リレバン）

揺るぎない営業基盤の確立（リレバン・個人）

投資信託・保険商品の拡充 住宅ローンの拡充 無人店舗（ＡＴＭ）の拡充

（投資信託３商品　保険４商品の導入） （新変動金利型住宅ローンの導入） （コンビニへの設置）

162 162 161 161

145 149 147 142

102 105 126
207

50

150

250

350

450

550

H21．3 H22．3 H23．3 H23．9

本支店・出張所・代理店 その他無人店舗

コンビニATM

ＡＴＭ

（店）

4,995
5,275

5,509 5,588

155

170
177 189

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H20．9 H21．9 H22．9 H23．9

鹿児島 宮崎

個人ローン

（億円・平残）

4,260

4,489
4,536

4,720
4,768

10 10

12

13

12

4,000

4,500

5,000

H21．9 H22．3 H22．9 H23．3 H23．9

9

10

11

12

13

14

15

残高(左軸) 手数料（右軸）（億円） （億円）

預り資産
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延岡支店

日向支店

都城北支店

日南支店

宮崎支店

都城支店

えびの支店
小林支店

23年6月　新築移転

宮崎県内　8か店

平成２３年１１月１日　　宮崎にて営業を開始し１３０年

住宅センター　２か所の設置

医業推進室 宮崎の設置

都城ブロック営業本部設置

営業店サポート室 延岡分室の設置

営業担当者の増強

1,063

1,201

1,117

1,322

6.53
7.01

6.20

5.54

4

5

6

7

8

H20.9 H2１．9 H22．9 H23．9

1,000

1,200

1,400

貸出金残高 (右軸) シェア（左軸）

宮崎応援ファンド

1,144
1,198

1,260

1,318

4.08
3.993.89

3.66

3

4

5

H20.9 H2１．9 H22．9 H23．9

1,000

1,200

1,400

預金残高(右軸） シェア（左軸）
貸出金 預　金

（億円）（％） （億円）（％）

年伸 7.5 % 5.0 % 7.5 % 10.0 % 年伸 2.7 % 4.8 % 5.2 % 4.5 %

戦略的人員配置 本部サポート機能 チャネルの拡充

揺るぎない営業基盤の確立（宮崎）

※貸出金シェア（除く公共向け・JA）　　 　
　 預金シェア（除く JA・郵貯）

地元宮崎としての経営資源の更なる注力 19



有価証券運

有価証券運用額の拡大　運用額１兆円

預貸金のギャップを吸収

利息・配当金及び関連損益推移

109108

47

-60

-30

0

30

60

90

120

H20年度 H21年度 H22年度

利息・配当金収入 売買損益 償却 合計

[億円]

8,221

簿価残高比率推移

46 49 53 56

11 10 6 5
31 30 30 30

12 11 11 9

0

25

50

75

100

H22.3 H22.9 H23.3 H23.9

国債・政保債・公募地方債 15年変動利付国債 その他の国内債 その他

[％]

シンプルかつ機動的なポートフォリオ

国内債券平均残存年数と金利リスク

19.3 19.9

15.716.015.5
13.8

3.88
4.08

3.83 3.80

3

4

5

H22.3 H22.9 H23.3 H23.9

10

15

20

100BPV/Tier1（右軸） 平均残存年数（除く15年変動利付国債）

[年] [％]

地域銀行平均

100BPV/Tier1

（地銀・第２地銀）

※日銀データより

当行作成

国内債券中心に運用
金
利
リ
ス
ク
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を

　

意
識
し
た
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

過度な金利リスクは回避

第４次マスタープラン

市場急変時の影響 利息・配当金を中心とした収益構造
利回り推移

1.13

0.95

1.12
1.06 1.04

1.09

1.20 1.17

0.8

1

1.2

1.4

H22.3 H22.9 H23.3 H23.9

国内債券利回り 有価証券全体利回り

[％]

国内債券利回り低下による
　　全体利回りの低下

流動性資産の確保

安定的な期間収益の獲得

●入替による

　⇒利回り向上

　（国内債券）

　⇒一部売買益確保

　（国内債券・投資信託）

●収益源の多様化着手

　（投資信託）

組み換え容易なポートの特性を活かす

預金残高の伸び

流動性資産の確保による安定的な期間収益の獲得

20健全な銀行経営に寄与



医療　介護 環境観光 農 林 水産

地域内産業の有機的な連携支援
インバウンド アウトバウンド

進　展

アグリクラスター構想 地域の多彩な資源

活かす

・高い高齢化率

・高齢化に対応した医療・介護
　施設の充実

・最新医療を有した施設

・温暖な気候

・風光明媚な豊富な自然資産　　
　　世界遺産（屋久島）・ 活火山（桜島）
　　 温泉 等

・地域色あふれる食文化　　　　　
　　黒牛・黒豚・地鶏料理・焼酎 等　

・地　熱　

・風　力　

・太陽光

・バイオマス

・国内トップクラスの農業・　　　
　内水面漁業生産額

・広大な森林面積（木材）

・温暖な気候に育まれた食材　

南九州地域の総生産拡大

地域で生産・加工した製品交流人口の増加

第4次マスタープラン

営業基盤強化・経営効率化・人材育成強化

ナチュラル　　
　　エネルギー

次期中期経営計画次期中期経営計画

次期中期経営計画

　　　近いアジア

九州新幹線全線開通 21



　内容等についてのご照会は、下記までお願いします。

　　　　　　 ご照会先

　株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行

　総合企画部 IR 担当
　　古里（決算）・ 山方（経営戦略）

　　 Tel　　099－239－9725
　　 Fax　 099－226－4906
　　 E-mail souki@ml.kagin.co.jp

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、
将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するもので
す。将来の業績は経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があ
ることにご留意ください。
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